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前書き 

 この財政状況は、県民の皆様に県の財政状況をお知らせするため、毎年２回定期に

公表しているものです。 

 今回は、平成２６年度決算及び平成２７年度下半期の財政状況について、その概要

を説明いたします。 

 県財政について、県民の皆様に御理解をいただき、県政の運営について積極的な御

協力をお願いいたします。 

 

 
 
 
 

１ 平成２６年度決算の状況 

 

(１）背 景 

 平成２５年度の我が国経済をみると、「大胆な金融政策」、「機動的な財政

政策」、「民間投資を喚起する成長戦略」の「三本の矢」による一体的な取組

の政策効果から、家計や企業のマインドが改善し、消費等の内需を中心として

景気回復の動きが広がりました。 

このような情勢認識の下で平成２６年度の我が国の経済運営の基本的態度

は、景気回復に向けた動きを持続的な経済成長につなげていくため、「日本再

興戦略」の実行を加速・強化することなどにより、デフレ脱却・経済再生と財

政健全化の両立の実現を目指すこととされました。 

 平成２６年度には、消費税率引上げや輸入物価の上昇等の影響を受けて景気

の回復力に弱さがみられる局面があったものの、企業の収益改善が雇用の増加

や賃金上昇につながり、それが消費や投資の増加に結び付く「経済の好循環」

が着実に回り始め、景気は緩やかな回復基調が続きました。 

 このような状況を踏まえ、平成２６年度の地方財政計画は、歳出面においては、

国の取組と歩調を合わせて歳出抑制を図る一方、社会保障の充実分等を含め、社

会保障関係費の増加を適切に反映した計上を行うとともに、防災・減災事業や地

域経済活性化等の緊急課題に対応するために必要な経費を計上することとされ

ました。また、歳入面においては、引き続き生じている大幅な財源不足について、

地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補 措置を講じることとされまし

た。 

（２）概 況 

 日本経済に景気回復への動きがみられる一方、本県の財政は増え続ける社会保

障経費などにより、依然として厳しい状況にありました。 

 こうした状況の中、経済のグローバル化や生産年齢人口の減少など我が国の構

造変化に起因する諸問題を乗り越え、「安心・成長・自立自尊の埼玉」の実現に

向けた道筋を確固たるものとするため、５か年計画における１２の戦略に係る施

策に限られた財源を重点的に配分し、事業に取り組みました。 

 歳入歳出決算状況は第１表のとおりです。一般会計の決算額は、歳入１兆７，

５８６億１，９２５万５千円、歳出１兆７，４６９億６，９３４万５千円となっ

ています。また、特別会計の決算額は、歳入５，８９９億６，９８３万５千円、

歳出５，８１５億９，６９４万６千円となっています。 

 一般会計と特別会計の合計額は、歳入が２兆３，４８５億８，９０９万円で、

前年度と比較して８３７億４，３８３万６千円、３．７パーセントの増、歳出が

２兆３，２８５億６，６２９万１千円で、前年度と比較して７８４億３，８５７



 
 
 
 

万４千円、３．５パーセントの増となっています。 

（３）一般会計 

 一般会計の収支決算状況は、第２表のとおりです。 

 最終予算額と前年度からの繰越額の合計である予算現額は、１兆８，１８０億

７，０１３万２千円であり、決算額は歳入１兆７，５８６億１，９２５万５千円、

歳出１兆７，４６９億６，９３４万５千円となっています。 

 歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた形式収支は１１６億４，９９１

万円の黒字となっており、これから翌年度へ繰り越した事業に充当すべき財源５

６億５，０１０万７千円を控除した実質収支は５９億９，９８０万３千円の黒字

となっています。 

 さらに、これから、前年度の実質収支額２６億２，０３１万５千円を差し引い

た単年度収支は３３億７，９４８万８千円の黒字となっています。 

 なお、平成２２年度以降の決算状況の推移は、第２表及び別図のとおりです。 

  ア 歳入について 

 歳入の款別決算状況は、第３表のとおりです。決算額（収入済額合計）は、

１兆７，５８６億１，９２５万５千円で、予算現額１兆８，１８０億７，０１

３万２千円に対し、９６．７パーセントの収入率となっています。 

この決算額を前年度と比較すると、第４表のとおりで、８５０億４，７３９

万３千円、５．１パーセントの増となっています。 

 款別に比較すると、県税は、製造業を中心とした企業収益の改善による法人

二税（法人県民税及び法人事業税）の増収や、税率引上げによる地方消費税の

増収などにより、前年度に比べ１９６億５，２７８万円、２．９パーセントの

増となっています。 

 地方消費税清算金は、他の都道府県から受け取る地方消費税清算金の増加に

より、前年度に比べ２４４億６，９８４万４千円、２１．４パーセントの増と

なっています。 

 地方譲与税は、地方法人特別譲与税の増加などにより、前年度に比べ１９６

億３，８２７万８千円、１９．５パーセントの増となっています。 

 地方交付税は、平成２５年度の大雪被害関連経費の算入などによる特別交付

税の増加により、前年度に比べ４億１，６５１万円、０．２パーセントの増と

なっています。 

 県債は、第三セクター等改革推進債の発行などにより、前年度に比べ３０９

億７，８３６万円、１０．４パーセントの増となっています。 

 なお、県税の税目別収入状況は、第５表のとおりです。調定額に対する収入

率は９６．１パーセントで、前年度を０．７ポイント上回っています。 

  イ 歳出について 

 
 
 
 

 歳出の款別決算状況は、第６表のとおりです。決算額は、１兆７，４６９億

６，９３４万５千円で、事業の執行上やむを得ず繰り越した予算は、４５９億

７，００７万７千円となっています。 

この決算額を前年度と比較すると、第７表のとおりで、８００億６，０３１

万９千円、４．８パーセントの増となっています。 

款別に比較すると、総務費は、埼玉高速鉄道株式会社の経営再構築支援事業

費の増加などにより、前年度に比べ３３０億５０４万５千円、４１．３パーセ

ントの増となっています。 

民生費は、安心こども基金への積立金や、国民健康保険事業、後期高齢者医

療対策事業及び介護保険給付事業に対する県負担金の増加などにより、前年度

に比べ２６６億７，６５４万円、９．４パーセントの増となっています。 

 農林水産業費は、平成２５年度の大雪により農業施設等に被害を受けた農業

者に対する支援などにより、前年度に比べ５９億２，５９９万９千円、２２．

５パーセントの増となっています。 

 教育費は、職員給与の特例減額の終了などにより、前年度に比べ１８９億７，

４７０万１千円、３．８パーセントの増となっています。 

 諸支出金は、他の都道府県に支払う地方消費税清算金や、県内市町村への地

方消費税交付金の増加などにより、前年度に比べ１６５億８，０４６万３千円、

１０．４パーセントの増となっています。 

    次に、性質別の決算額は、第８表のとおりです。 

    人件費、扶助費及び公債費を合わせた義務的経費は、公債費が２．５パーセ

ント減少したが、職員給与の特例減額の終了などによって人件費が３．４パー

セント増加したことにより、前年度に比べ義務的経費全体で１．６パーセント

増加し、構成比は５２．８パーセントとなっています。 

 また、投資的経費は、衛生研究所の移転改修事業が平成２５年度に完了した

ことや、国庫支出事業費が減少したことなどにより、前年度に比べ１．９パー

セント減少し、構成比は９．３パーセントとなっています。 

（４）特別会計 

 特別会計の決算状況は、第９表のとおりです。 

 公債費特別会計から公営競技事業特別会計までの１３会計合計の予算現額５，

９３４億１，９６４万７千円に対し、決算額は歳入５，８９９億６，９８３万５

千円であり、予算現額に対する収入率は９９．４パーセントとなっています。ま

た、歳出は、５，８１５億９，６９４万６千円で、予算現額に対する支出割合は

９８．０パーセント、歳入歳出差引は８３億７，２８８万９千円の黒字となって

います。 

 決算額を前年度と比較すると、第１０表のとおりで、歳入で１３億３５５万７



 
 
 
 

千円、０．２パーセントの減、歳出で１６億２，１７４万５千円、０．３パーセ

ントの減となっています。 

 会計別に前年度との比較を見ると、公債費特別会計で歳入歳出８２億５，６８

９万２千円、１．６パーセントの増、証紙特別会計で歳入２７億１，９６５万１

千円、１５．１パーセントの減、歳出２６億３，０１５万円、１５．６パーセン

トの減、用地事業特別会計で歳入６３億７，５７４万３千円、９１．５パーセン

トの減、歳出６３億７，５９６万円、９１．５パーセントの減、県営住宅事業特

別会計で歳入１２億１，１５８万２千円、７．６パーセントの減、歳出１２億６

２５万９千円、７．９パーセントの減となっています。 

 
 
 
 

























 
 
 
 

２  平成２７年度下半期の財政状況 

 

（１）補正予算 

 平成２７年度下半期における一般会計補正予算の総額は１３１億２，７０２万

円の減で、既定予算額１兆８，２９０億５，０７５万４千円に補正予算総額を合

わせた平成２７年度の一般会計最終予算額は、１兆８，１５９億２，３７３万４

千円となっています。 

 特別会計を含めたそれぞれの内容については、第１１表から第１５表のとおり

で、概要は次のとおりです。 

ア 平成２７年９月定例県議会における補正予算 

    この定例会における補正予算は、一般会計の第２号、第３号及び公営企業に

おける水道用水供給事業会計の第１号です。 

    一般会計の第２号については、さいたま新都心医療拠点の機能強化及び中小

企業の支援に要する経費に予算措置を講じるとともに、台風１１号による災害

の復旧など、当面緊急に対応すべき事業を中心に補正を行いました。 

    一般会計の第３号については、９月８日から９月１１日にかけての台風１８

号等による災害の復旧に係る経費について、所要の補正を行いました。 

    主な内容については、次のとおりです。 

一般会計補正予算（第２号）               （単位 千円） 

    ○ さいたま新都心医療拠点の機能強化 

     ・遠隔胎児診断支援システムの導入 

      ＜債務負担行為の設定＞            限度額：８０，７６７ 

    ○ 中小企業の支援 

・埼玉県プロフェッショナル人材戦略拠点の設置     ２１，８７２ 
 ○ その他 

     ・畜舎自動洗浄対応豚舎の整備            ５６，８０４ 

     ・バイパス整備などの公共事業の追加        ３９２，９０７ 

     ・台風により被災した土木施設（河川）の復旧     ３０，０００ 

一般会計補正予算（第３号）               （単位 千円） 

    ○ 農林施設                     １４６，５３６ 

・森林管理道 八日見線（小鹿野町）ほか３箇所            

・農地・農業用施設 上奥富堰（狭山市）ほか３箇所          

    ○ 土木施設                      １０，０００ 

     ・河川 霞川（入間市）                       

   イ 平成２８年２月定例県議会における補正予算 

 この定例会における補正予算は、一般会計の第４号、第５号及び第６号並び

 
 
 
 

に公債費、証紙、市町村振興事業、災害救助事業、就農支援資金貸付事業、用

地事業、県営住宅事業、高等学校等奨学金事業及び公営競技事業の各特別会計

の第１号並びに公営企業における病院事業、工業用水道事業、地域整備事業、

流域下水道事業の各会計の第１号及び水道用水供給事業会計の第２号です。 

 一般会計の第４号、第５号については、国の補正予算に迅速に対応し、人口

減少の克服・地方創生の加速化を図るため、補正を行いました。 

 一般会計の第６号については、事業の年度内執行見込みに基づく事業量の増

減、国庫支出金等の確定等に伴う所要の補正を行いました。 

 主な内容については、次のとおりです。 

一般会計補正予算（第４号）               （単位 千円） 

○  公共事業の追加 

   ・道路事業                   １，１５５，０７６ 

   ・河川事業                   １，７５４，０００ 

  ・農業基盤整備事業 

      ＜債務負担行為の設定＞            限度額：７６，７２０ 

  ○  繰越明許費の設定                １，９９３，７４２ 

一般会計補正予算（第５号）               （単位 千円） 

○  地方創生加速化交付金の活用            ６５６，８２９ 

     ・埼玉産農産物ブランドの創出・発信         １１１，２２３ 

   ・外国人観光客誘致の促進               ５３，９８９ 

   ・四県連携による広域観光周遊ルートの確立       ５７，５１２ 

   ・医師不足解消のための研修医のキャリアアップ支援  ２２５，０００ 

○ その他                           

    ・安心こども基金への積立金           ３，３６５，５４８ 

    ・障害福祉サービス事業所の整備         １，１３６，５１２ 

  ・自治体情報セキュリティクラウドの構築       ５４８，０００ 

  ・地域農業の核となる経営体等への支援         ６４，５５７ 

  ○  繰越明許費の設定                ２，４０６，８５８ 

一般会計補正予算（第６号）               （単位 千円） 

    ○ 給与費（執行見込額との調整）        △８，００７，１３４ 

    ○ 公債費（執行見込額との調整）        △７，３８６，３４５ 

    ○ 公債費満期一括償還措置            ８，０００，０００ 

    ○ 県税に係る清算金、交付金等         ３４，３０１，６０９ 

    ○ その他国庫支出金の確定等に伴う整理   















 
 
 
 

（２）歳入歳出予算の執行状況 

  平成２８年３月３１日現在の一般会計の執行状況は、第１６表のとおりです。 

 歳入歳出予算現額１兆８，６１８億９，３８１万１千円に対し、下半期の収入

済額は８，６８２億４，１２９万７千円で、前期分との累計額は１兆６，９０６

億２３１万１千円となり、予算現額に対する割合は９０．８パーセントとなって

います。また、支出済額は１兆２４億６，８９７万７千円で、前期分との累計額

は１兆６，５４３億１，０２３万９千円となり、予算現額に対する割合は８８．

９パーセントとなっています。 

 平成２８年３月３１日現在の特別会計の執行状況は第１７表のとおりです。 

 歳入歳出予算現額６，２７５億２，９９７万１千円に対し、下半期の収入済額

は４，１６１億４，９９３万５千円で、前期分との累計額は６，１９６億６，６

１３万４千円となり、予算現額に対する割合は９８．７パーセントとなっていま

す。また、支出済額は３，５８９億４，５０８万５千円で、前期分との累計額は

６，０６１億７４万８千円となり、予算現額に対する割合は９６．６パーセント

となっています。 

（３）一時借入金 

 平成２７年度下半期は、一時借入れを行いませんでした。 

（４）県 債 

 平成２７年度における一般会計の県債の状況は、第１８表のとおりです。 

 起債額は２，３５５億５，４００万円で、前年度と比較すると９４６億４，０

６４万円の減となっています。また、償還額は２，２２７億５１２万６千円で、

前年度と比較すると９１億３，７０２万９千円の増となっています。 

 なお、県債の平成２７年度末現在高は３兆７，９１１億５，４４５万４千円で、

前年度末と比較すると１２８億４，８８７万４千円の増となっていますが、これ

は、本来、地方交付税で措置されるべき財源が臨時財政対策債に振り替わったた

めの増加です。臨時財政対策債などを除く、県で発行をコントロールできる県債

は、２兆１，１８７億２，４０４万７千円で、平成１５年度以降、一貫して減少

しています。今後とも、後年度の実質的な財政負担を考慮しながら、県債の適切

な活用に努めてまいります。 

 
 
 
 













 
 
 
 

（５）財 産 

  ア 公有財産 

 平成２８年３月３１日現在の公有財産の状況は、第１９表のとおりです。 

 今期中における主な財産の増減は、土地については、宮沢ため池（入間郡北

部第二用水改良事業）の譲与及び彩の国資源循環工場第Ⅱ期事業用地の売払い

による減少です。建物については、久喜青葉団地Ａ号棟及び熊谷玉井団地Ｃ号

棟の自転車置場の新築による増加です。出資による権利については、ポリ塩化

ビフェニル廃棄物処理基金拠出金に対する増資による増加です。 

   イ  基 金 

 平成２８年３月３１日現在の基金の状況は、第２０表のとおりです。 

 前期末と比較して増加した主なものは、県債管理基金です。これは今後の県

債の償還財源を確保し、財政の健全運営に資するため積立てを行うこととした

ものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 







 
 
 
 

３ 平成２７年度における県税負担状況 

 平成２８年３月３１日現在の税目別収入状況及び県民１人あたり税目別負担状

況は、第２１表のとおりです。 

 平成２７年度の県税の最終予算額は、７，４７１億円で、当初予算額と比較する

と３７１億円の増加となっています。また、平成２６年度の県税最終予算額と比較

すると６７１億円、９．９パーセントの増額となっています。 

 この最終予算額により、平成２８年４月１日現在の推計人口（７２６万８，４０

５人）及び世帯（２９９万５１４世帯）あたりの県税負担状況を見ますと、１人あ

たり１０万２，７８７円、１世帯あたり２４万９，８２３円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 









































 
 
 
 

結 び  
 以上、平成２６年度決算状況及び平成２７年度下半期の財政状況の概要について説

明いたしました。 

 昨今の経済情勢を見ますと、平成２８年１月から３月期の実質ＧＤＰの成長率は、

前期比０．５パーセント増、年率換算で１．９パーセント増となり、２四半期ぶりの

プラスになりました。 

政府は少子高齢化に直面した我が国経済を活性化させるため、「一億総活躍社会」

の実現に向けて動き出しています。雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の

効果もあって、景気は緩やかに回復に向かうことが期待されていますが、一方で最近

の経済状況は、中国をはじめとする新興国経済の減速懸念が世界経済を巻き込み、日

本も予断を許さない状況にあります。 

高齢化に伴う将来の医療・介護需要の増大や、生産年齢人口の減少に伴う活力の低

下など、いわゆる「２０２５年問題」に挑戦するとともに、未来に希望の持てる社会

を創り出していかなければなりません。 

本県では、こうした社会の構造的な変化を見据えた「埼玉県５か年計画～安心・成

長・自立自尊の埼玉～」に基づき、先手を打って対策を進めてまいりましたが、今後

は更に三つの大きな取組をしっかりと進めてまいります。 

まず、一つ目として、働き手が減少する中で社会の活力を維持していくため、「稼

ぐ力」を強化してまいります。「先端産業創造プロジェクト」をより加速させ、成長

可能性の高い分野での事業化を支援し、新たな産業を県内に集積させます。また、県

内中小企業の経営革新を支援し、生産性の向上を図ってまいります。 

二つ目は、元気な高齢者、いわゆるアクティブシニアが、自分の希望に合わせ、就

労や地域活動など様々な分野で活動できる社会を構築する「シニア革命」を大きなム

ーブメントにしてまいります。「健康長寿埼玉プロジェクト」の全県展開により健康

寿命を延ばし、さらに地域で安心して医療や介護サービスを受けることができる「地

域包括ケアシステム」を市町村と連携して構築してまいります。 

三つ目として、県民一人一人が持つ可能性を最大限に引き出し、能力を開花できる

ような「人財」の開発に取り組みます。このため、「埼玉版ウーマノミクスプロジェ

クト」を一層推進し、女性の社会進出を促すなど、多彩な人材の活躍を支援してまい

ります。若い子育て世代の希望を叶えるため、子育て世帯向けの住宅や保育の充実、

不妊治療への支援など、実効性ある少子化対策にも取り組んでまいります。 

２０２５年問題という日本の課題に対し、都市と地方の要素をあわせ持ち、日本の

縮図とも言える埼玉県で成功モデルを作り、それを全国に発信してまいります。 
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